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〈地域福祉の推進〉 
 

１ 災害時における福祉支援の提供 

早期にＤＷＡＴを派遣できる体制を強化するため、関係福祉団体等と連携し

てＤＷＡＴチーム員の募集、研修、訓練を行います。また、要配慮者への支援

を円滑に提供するため、県外からの介護職員等の受入体制の充実や、市町・県

民等への災害福祉支援活動の周知を行います。さらに、災害等にあっても、社

会福祉施設において最低限のサービス提供を維持するため、「事業継続計画

（ＢＣＰ）」の作成支援も行います。 

 

２ 子ども・福祉部の地域機関 

（１）福祉事務所 

福祉事務所名 管 内 区 域 所 在 地 

北 勢 木曽岬町 東員町 菰野町 朝日町 川越町 四日市市新正４丁目21-5 

多 気 度 会 
明和町 大台町 玉城町 大紀町 南伊勢町 

度会町 
伊勢市勢田町628-2 

紀 北 紀北町 尾鷲市坂場西町１番１号 

紀 南 御浜町 紀宝町 熊野市井戸町 383 

＊多気町については、平成23年度から多気町が福祉事務所を設置しています。 

 

（２）児童相談センターおよび児童相談所 

名   称 管 内 区 域 所 在 地 

児童相談センター  津市一身田大古曽694-1 

北勢児童相談所 

（一時保護所を付設） 

桑名市 四日市市 いなべ市 

桑名郡 員弁郡 三重郡 
四日市市大字泊村977-1 

鈴鹿児童相談所 鈴鹿市 亀山市 鈴鹿市西条5-117 

中勢児童相談所 

（一時保護所を付設） 
津市 松阪市 多気郡 津市一身田大古曽694-1 

南勢志摩児童相談所 
伊勢市 鳥羽市 志摩市  

度会郡 
伊勢市勢田町628-2 

伊賀児童相談所 伊賀市 名張市 伊賀市四十九町2802 

紀州児童相談所 
尾鷲市 熊野市 北牟婁郡  

南牟婁郡 
尾鷲市坂場西町１番１号 

 

（３）その他の地域機関 

名   称 所 在 地 

女 性 相 談 所 津市一身田大古曽657 

国  児  学  園 津市栗真町屋町524 

障害者相談支援センター 津市一身田大古曽670-2 

子ども心身発達医療センター 津市大里窪田町340-5 
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〈地域福祉の推進〉    

 

１ 社会福祉法人等の指導監査等     

社会福祉法人の適正な運営、社会福祉施設、介護保険サービス事業者、障害

福祉サービス事業者等による適切なサービス提供の確保に向け、法人や施設等

に対し、指導監査等を実施し、福祉サービス事業の適正かつ円滑な運営の確保

を図ります。 

 

２ 福祉行政指導監査  

保育行政並びに児童福祉法、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法および老

人福祉法にかかる措置事務等について、市町、県福祉事務所および児童相談所

に対し、適正に実施されているか指導監査を行い、福祉行政の適正かつ円滑な

実施の確保を図ります。 

 

３ 有料老人ホームの検査  

関係法令・通知で規定する設備・運営基準等の遵守状況についての検査を行

い、適正な老人福祉の確保を図ります。 

 

４ 公益法人等立入検査  

子ども・福祉部関係の公益法人および移行法人に対し、立入検査を行い、適

正な運営の確保を図ります。 

 

５ 社会福祉法人等の認可等  

社会福祉法人の設立認可および定款変更・合併・解散等の認可についての事

務を行います。また、子ども・福祉部関係の一般法人の公益認定並びに公益法

人および移行法人に関する事務を行います。 
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〈地域福祉の推進〉 

 

１ 重層的支援体制整備事業交付金 

地域共生社会の実現に向けて、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに

対応する包括的な支援体制を構築するため、「重層的支援体制整備事業」に取

り組む市町に対して、交付金を交付します。 

 

２ 相談支援包括化推進員等養成事業 

市町が包括的な支援体制を整備するために必要な人員を確保できるよう、複

合的な課題を抱える相談者等の把握や適切な相談支援機関等との連絡調整、相

談支援機関に対する指導・援助等を行う相談支援包括化推進員等の人材養成を

行います。 

 

３ 民生委員一斉改選事務費 

３年に１度の民生委員・児童委員の一斉改選に伴い、市町の委員推薦等にか

かる経費への補助や新任委員への研修等を行います。 

 

  ４ ひきこもり対策推進事業 

市町における相談支援体制の充実に向けて、福祉・精神保健等の支援機関が

参加する事例検討会を開催するなど、県内全域におけるネットワーク機能の強

化を進めます。また、ひきこもり当事者が社会につながるきっかけづくりとし

て、市町等と連携し、デジタル技術を活用した電子居場所の開設や、広域的に

利用可能な居場所づくりに向けた調査研究などに取り組みます。さらに、当事

者やその家族が必要な情報を得られるよう、ＳＮＳ等を活用したきめ細かな情

報発信を行うとともに、ひきこもりに関する正しい理解を促進するため、県民

を対象にしたフォーラムの開催や支援ハンドブックの作成に取り組みます。 

 

５ 生活困窮者自立支援事業 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により増加した生活困窮者から

の相談への対応について、三重県生活相談支援センターにおいて、関係機関と

連携して引き続き丁寧な相談支援を行います。また、ひきこもり等、社会的孤

立状態にある方に対して、アウトリーチ手法（訪問支援）等を用いた支援に取

り組むとともに、福祉事務所設置自治体の支援員等の資質向上に向けて、研修

や取組事例の情報提供等を実施し、県全体における生活困窮者支援の取組の充

実・強化につなげます。 
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６ 生活保護扶助費 

生活に困窮する方に対して、健康で文化的な最低限度の生活を保障するた

め、生活保護法に基づいて必要な扶助費を給付するとともに、被保護者の状況

に応じ、就労、健康、生活面等の自立に向けた支援を行います。 

 

７ ユニバーサルデザインのまちづくり推進事業 

三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例および条例に基づく第４

次ユニバーサルデザインのまちづくり推進計画（2019-2022）に沿って、ヘルプ

マークの普及啓発、ユニバーサルデザインに配慮された施設整備の推進等に取

り組みます。また、これまでの取組の成果と課題をふまえ、次期計画（期間：

令和５（2023）年度～令和８（2026）年度）を策定します。 

 

８ 公共交通機関のバリアフリー化事業 

公共交通機関を利用する際に、誰もが安全で自由に移動できるよう、事業者

が行う鉄道駅のバリアフリー化（段差解消、内方線整備等）やユニバーサルデ

ザインタクシーの導入支援等を行います。 

 

９ 戦没者慰霊事業 

戦没者等の冥福を祈り、平和の誓いを新たにする機会とするとともに、若年

世代に戦争の悲惨さと平和の尊さを伝えるため、三重県戦没者追悼式、沖縄

「三重の塔」における慰霊式などを開催します。 
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〈子どもが豊かに育つ環境づくり〉    

 

１ 子どもの育ちの推進事業 

「みえ次世代育成応援ネットワーク」参加企業・団体をはじめとするさまざ

まな主体と連携し、地域社会において子どもの豊かな育ちを支えるための仕組

みを構築します。さらに、子どもの声を直接受け止め、子ども自身が解決に向

かうよう支える相談電話「こどもほっとダイヤル」を実施します。 

 

２ 親の学び応援事業 

家庭を取り巻く環境の変化を捉え、コロナ後を見据えて、これからの家庭教

育のあり方を検討します。また、引き続き市町や関係団体等と連携し、保護者

同士のつながりを作るためのワークショップを開催するとともに、保護者が子

育てについてヒントを得ることができるＷｅｂ講座の充実を図ります。 

 

  ３ 男性の育児参画普及啓発事業 

男性が育児休業を取りやすい環境づくりを進めるため、企業を対象としたセ

ミナーを実施するとともに、男性の育児参画への関心を高めるため、育児に取

り組む男性の表彰・情報発信を行います。また、これから親になる世代を対象

としたワークショップ等を開催し、普及啓発に取り組みます。 

 

〈幼児教育・保育の充実〉    

 

１ 保育対策総合支援事業 

保育士の確保に向けて、現場で働きながら資格取得をめざす人を雇い上げる

保育所を支援するとともに、業務の負担軽減等による離職防止、潜在保育士の

就労支援、保育士をめざす学生への貸付等を行います。また、保育士をめざす

学生や現役保育士を対象に志望理由や職場環境等についての調査を行い、保育

の仕事の魅力発信や職場環境の改善等につなげます。さらに、医療的ケア児の

受入などに取り組む保育所への支援を行います。 

 

２ 次世代育成支援特別保育推進事業費補助金 

待機児童の解消や低年齢児保育の充実に向けて、年度当初から保育士を加配

して低年齢児を受け入れる私立保育所等に対して、補助対象を拡充し、市町を

通じて人件費を補助します。 

 

 

 

 

-5-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 放課後児童対策事業費補助金 

保護者が昼間家庭にいない小学生の適切な遊びや生活の場を確保し、その健

全な育成を図るため、放課後児童クラブの運営や専門人材の育成、施設整備等

に対して補助を行います。また、ひとり親家庭の負担軽減のため、放課後児童

クラブの利用料に対する補助を行います。 

 

４ 放課後子ども教室推進事業 

子どもたちが安全・安心に放課後を過ごし、多様な体験・活動ができるよ

う、地域住民等の参画を得て、学習や体験・交流活動等を行う放課後子ども教

室を設置する市町に対して、運営費等を補助します。 

 

５ 私立幼稚園等振興補助金 

私立幼稚園や認定こども園を設置・経営する学校法人が、特色ある個性豊か

な幼児教育を安定して行えるよう、運営にかかる経費を補助します。また、幼

稚園教諭の処遇改善に取り組む学校法人に対して、補助を行います。 

 

〈結婚・妊娠・出産の支援〉    

 

１ みえの出逢い支援事業 

みえ出逢いサポートセンターを中心に、結婚を望む人のニーズに応じたきめ

細かな情報提供や相談対応を行うとともに、市町や出会い応援団体による出会

いに関するイベント等の開催を支援します。また、結婚支援に取り組む市町と

連携し、地域における広域的な出会いの機会の創出を図るとともに、結婚や子

育てに適した地域の魅力を発信し、これから結婚する方に選ばれる三重県づく

りに取り組みます。 
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 子育て支援課    
                              課長 内山 忍 

                              電話 059－224－2271 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈ダイバーシティと女性活躍の推進〉 

 

  １ ＤＶ対策基本計画推進事業 

多様な相談に対応する体制の充実を図るため、ＳＮＳ等を活用した相談窓口

の整備や相談員等の対応力強化に向けた研修等を実施します。また、児童相談

所との連携を強化し、ＤＶ被害者と同伴する子どもへの支援の充実を図るた

め、「児童虐待防止コーディネーター」を女性相談所に配置します。 

 

〈子どもが豊かに育つ環境づくり〉 

 

１ 子どもの貧困対策推進事業 

身近な地域での支援体制を強化するため、子ども食堂等の居場所の運営に必

要な支援を行うとともに、子どもの居場所における学習支援や体験機会の充実

などを支援します。また、市町、関係団体等で構成する子どもの貧困対策推進

会議を開催し、貧困対策の好事例の収集や情報共有を行うなど、市町等におけ

る取組を促進します。 

 

２ ひとり親家庭自立支援事業 

ひとり親家庭の母又は父が、安定した雇用と収入を確保できるよう、就職に

有利な資格を取得するための給付金の給付等の就業支援を行うとともに、安心

して子育てができるよう、家庭支援員の派遣による日常生活支援やひとり親家

庭の子どもの学習支援を行う市町への支援を行います。また、効果的な情報発

信に取り組みます。 

 

３ ヤングケアラー支援事業 

ヤングケアラーの支援体制を強化するため、市町要保護児童対策地域協議会

等を対象に実態調査を行います。また、要対協を構成する機関の職員等に対

し、ヤングケアラーの概念や早期発見につなげる視点など、支援に必要な知識

や手法を学ぶ研修会を実施します。さらに、ヤングケアラーを適切な福祉サー

ビス等につなげるため、関係機関等と調整を行うヤングケアラー・コーディネ

ーターを配置します。 
 

４ 医療支援事業 

身近な地域における途切れのない発達支援体制の構築に向けて、市町の総合

支援窓口との連携を強化するとともに、市町職員を子ども心身発達医療センタ

ーで受け入れ、専門的な人材を育成します。また、発達障がい児の早期診断・

早期支援のため、地域の医療機関への実践研修等の技術的支援を行うととも

に、市町、療育機関等とのネットワークの構築を進めます。 
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〈児童虐待の防止と社会的養育の推進〉 

 

  １ 児童虐待法的対応推進事業 

ＡＩ技術を活用した児童虐待対応支援システムにより、一時保護等にかかる

意思決定の迅速化を図り、児童の安全を確保するとともに、児童相談所に外国

人支援員を配置し、定期的な家庭訪問を行うなど、外国につながる子どもの虐

待防止等に努めます。また、児童相談所においてＳＮＳを活用した全国一元的

な相談支援を開始するため、その対応に向けた体制を整備します。 

 

２ 家庭的養護推進事業 

三重県社会的養育推進計画に基づき、里親・ファミリーホームへの委託を推

進します。なお、里親委託の推進にあたっては、里親の普及啓発や研修、里親

養育への支援など里親業務を包括的に実施するフォスタリング機関の整備を推

進します。 

 

３ 家族再生・自立支援事業 

児童養護施設等を退所した児童が円滑な自立を実現するため、就職支度費や

大学進学等自立生活支度費を支給するとともに、自立支援資金の貸付事業や、

措置解除後も必要な支援を行う社会的養護自立支援事業を実施します。また、

新たに自立支援コーディネーターを配置し、施設等で生活する児童に対して、

自立に向けての支援を行うとともに、退所児童等に対して生活上の相談に応じ

るなど退所後の支援の充実を図ります。 

 

〈結婚・妊娠・出産の支援〉 

 

１ 思春期ライフプラン教育事業 

産婦人科医、教育委員会、警察、ＮＰＯ法人等と連携し、思春期支援につい

て情報交換や検討を行う委員会を開催したうえで、多様な関係者を対象にした

思春期保健指導セミナーを１回開催し、思春期支援の充実を図ります。また、

パンフレットやチラシを作成・配布し、性に関する正しい知識の普及啓発等に

取り組みます。 
 

 

２ 若年層における児童虐待予防事業 

「妊娠ＳＯＳ『妊娠レスキューダイヤル』」において、予期せぬ妊娠等に関

する相談に対応するとともに、若年層が相談しやすい環境整備の一環としてＳ

ＮＳによる相談を実施します。また、医療機関受診の同行支援や妊娠判定費用

の補助など、相談者に寄り添った支援を行います。さらに、インターネット広

告や鉄道広告を活用したＰＲを通じて、相談窓口のさらなる周知に取り組みま

す。 
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３ 不妊相談・治療支援事業 

不妊や不育症に関する悩み等に対応するため、「不妊専門相談センター」に

おいて相談や治療に関する情報提供を行います。また、不妊ピアサポーターを

活用して、身近な地域での当事者同士の交流会を開催します。不妊治療と仕事

の両立に向けて、企業に対し、不妊治療への理解を深めるためのセミナーを開

催するとともに、専門的な知識を持つアドバイザーを派遣して体制整備を図

り、仕事をしながら不妊治療が受けやすい環境づくりを推進します。不妊治療

や不育症治療にかかる経済的支援について、保険適用後の特定不妊治療費に対

して、県独自の助成を行うとともに、不育症治療等への助成を行います。 
 

４ 出産・育児まるっとサポートみえ推進事業 

各市町において妊娠・出産から育児に至るまでの間、切れ目なく母子保健サ

ービスが提供されるよう、母子保健コーディネーターを養成するとともに、関

係機関の連携を強化して支援体制の充実に取り組みます。また、「子育て世代

包括支援センター」の運営機能の充実や各市町の実情に応じた母子保健体制の

構築に向けた支援を行います。新型コロナウイルス感染症等に対して不安を抱

える妊産婦等が気軽に相談できるよう、電話およびＳＮＳを活用した相談窓口

を設置します。 
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 障がい福祉課    
                              課長 松崎 由枝 

                              電話 059－224－2274 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈障がい者福祉の推進〉 

 

１ 医療的ケアが必要な障がい児・者の受け皿整備事業 

「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」に基づき、令和４

年４月１日に「医療的ケア児・者相談支援センター」を開設しました。当該セ

ンターでは、医療的ケア児・者や保護者等からの相談に応じ、情報提供や助言

を行うとともに、地域の関係機関からの専門性の高い相談に対して、多職種か

らなるスーパーバイズチームにより助言等を行います。また、医療的ケア児・

者コーディネーター養成研修をはじめ、障害福祉サービス事業者、保育所、学

校等の看護師等への研修を実施し人材を育成するなど、受け皿の整備を図りま

す。 

 

２ 障がい者の地域移行受け皿整備事業 

障がい児・者の地域生活を支援するため、重度心身障害児者の日中活動の場

となる施設や、重度・高齢の障がい者に対応できるグループホームなどを整備

し、障がい者の施設等からの地域移行の促進に取り組みます。 

 

３ 障がい者就労支援事業 

福祉事業所における工賃向上に向けて、研修会の開催やコンサルタントの派

遣を行うとともに、共同受注窓口への運営支援等を行います。 

 

４ 障がい者権利擁護推進事業 

障がい者の権利擁護を推進するため、障がい者差別に関する相談への適切な

対応に努め、相談事例や合理的配慮の好事例等について情報共有や検証を行う

とともに、セミナーの開催などにより差別解消に向けた啓発活動に取り組みま

す。また、研修会の実施や専門家チームの活用により、障がい者の虐待防止や

対応力の向上を図ります。 

 

〈地域スポーツと障がい者スポーツの推進〉 

 

１ 障がい者スポーツ推進事業 

障がい者スポーツの裾野拡大および共生社会の実現をめざし、「三重県障が

い者スポーツ支援センター（仮称）」を設置し、合同練習の実施やフォーラム

の開催、相談窓口となるコンシェルジュを設置するなど、障がい者スポーツを

「する」機会や「みる」機会の創出、「支える」体制の拡充にかかる取組を総

合的に推進します。 
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